
科目２

精神保健医療福祉の現状及び課題

講義２

精神科医療の現状と精神保健医療福祉の課題
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1)精神科医療受療者の概況
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○ 精神疾患を有する総患者数は約614.8万人【入院：約28.8万人、外来：約586.1万人】
※ うち精神病床における入院患者数は約27.4万人

○ 入院患者数は過去15年間で減少傾向（約35.3万人→28.8万人【Δ約６万５千人】）
一方、外来患者数は平成29年までは増加傾向

精神疾患を有する総患者数の推移

（単位：万人）

258.4

614.8

資料：厚生労働省「患者調査」より作成

※１）H23年の調査では
宮城県の一部と福島県
を除いている。

※２）R２年から総患者
数の推計方法を変更し
ている。具体的には、外
来患者数の推計に用い
る平均診療間隔の算出
において、前回診療日
から調査日までの算定
対象の上限を変更して
いる（H29年までは31
日以上を除外していた
が、R２年からは99日
以上を除外して算出）。

（※１） （※２）
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※H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている
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精神疾患を有する入院患者数の推移（疾病別内訳）

（単位：万人）

資料：厚生労働省「患者調査」より作成

28.8
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精神疾患を有する入院患者数の推移（年齢階級別内訳）
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0歳 10歳 30歳 50歳 70歳 90歳以上

（単位：千人）

平成23年は宮城県の石巻医療圏、気仙沼医療圏及び福島県を除いた数値である。 資料：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省障害保健福祉部で作成
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精神病床における入院患者数の推移（在院期間別内訳）

資料：厚生労働省「患者調査」より作成※H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている

27.3
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資料：厚生労働省「患者調査」より作成

7



25.1 26.6 21.2 20.9 24.5 21.1 41.39.1 11.1 15.0 16.2 32.0 31.4 

78.9

3.9 4.3 5.2 6.5
7.3 6.4

7.8 

49.4 58.0 58.4 56.5
71.8 82.8

123.7

68.5
89.6 101.2 92.9

108.7 124.6

169.3

53.1
55.8 60.8 53.9

60.7
63.9

73.7

7.0 

14.7
20.7 32.5

48.7
51.3

74.3

8.4

9.1
9.9 10.7

11.4
11.4

18.6

0

100

200

300

400

500

600

H14 H17 H20 H23 H26 H29 R2

認知症（血管性など）

認知症（アルツハイマー病）

統合失調症，統合失調症型障害及び妄想

性障害

気分［感情］障害（躁うつ病を含む）

神経症性障害，ストレス関連障害及び身体

表現性障害

精神作用物質使用による精神及び行動の

障害

その他の精神及び行動の障害

てんかん

（単位：万人）
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資料：厚生労働省「患者調査」より作成

389.1

精神疾患を有する外来患者数の推移（疾患別内訳）

586.1

※１）H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている。

※２）R２年から総患者数の推計方法を変更している。具体的には、外来患者数の推計に用いる平均診療間隔の算出において、前回診療日から調査日までの
算定対象の上限を変更している（H29年までは31日以上を除外していたが、R２年からは99日以上を除外して算出）。

（※１） （※２）
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資料：厚生労働省「患者調査」より作成

389.1

精神疾患を有する外来患者数の推移（年齢階級別内訳）
（単位：万人）

586.1

※１）H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている。

※２）R２年から総患者数の推計方法を変更している。具体的には、外来患者数の推計に用いる平均診療間隔の算出において、前回診療日から調査日まで
の算定対象の上限を変更している（H29年までは31日以上を除外していたが、R２年からは99日以上を除外して算出）。

（※１） （※２）
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20歳未満の精神疾患総患者数（疾病別内訳）
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（注１）H23年の調査では宮城県の
一部と福島県を除いている。

（注２）R２年から総患者数の推計方
法を変更している。具体的には、外
来患者数の推計に用いる平均診療
間隔の算出において、前回診療日
から調査日までの算定対象の上限
を変更している（H29年までは31
日以上を除外していたが、R２年か
らは99日以上を除外して算出）。

（単位：万人）

資料：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省障害保健福祉部で作成
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ここまでのまとめ
 精神疾患を有する患者数

入院者数は減少傾向、通院患者は増加している

 入院患者の状況

アルツハイマー型認知症が微増、高齢化の傾向

入院期間が長くなると、自宅への退院割合が減少する傾向

 外来患者の状況

全体的に増加傾向にあるなか、特に「その他の精神および行

動の障害」での通院患者のうち、半数近くが20歳未満。

75歳以上の通院も増加。
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２)我が国の精神保健医療福祉の課題
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出典：厚生労働省 一部改変
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誰もが安心して暮らし続けることができる社会を創るために

＜国＞ データベースの整備

地域の助け合い、教育

施設からの退所

住まいの場
・アパート生活

・グループホーム
・実家 等

病院からの退院

就労

伴走

通院

訪問

障害福祉

通所系福祉サービス

訪問

福祉から雇用へ
雇用・就労

施設系福祉サービス

＜事業所・施設＞

地域生活支援拠
点等の市町村整
備の努力義務化

等
通所

就労系福祉サービス

＜障害福祉＞
就労選択支援の創設

一般就労中の就労系福祉
サービスの一時的利用

＜企業＞

雇用の質向上に向けた助
成金の拡充
短時間労働者（10H以上
20H未満）に対する実雇
用率の算定 等

（障害者雇用）
企業、団体等

医療 （入院・日常の医療）
医療機関

＜精神科病院＞
■ 医療保護入院の入院期間の設定

入院患者への訪問相談
退院支援の拡充 等

相談支援等

・市町村

・都道府県

＜市町村＞

基幹相談支援セン
ター整備の努力義務
化

精神保健に関する相
談支援体制整備

等

相談支援事業所等

訪問系福祉サービス

＜グループホーム＞
居宅生活に向けた支援等
の明確化 等

（日常の医療）
訪問看護事業所

基盤整備

支援促進

＜都道府県等＞
小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の強化、
福祉・就労等の各種支援の円滑な利用促進（登
録者証の発行等） 等

＜都道府県等＞
■ 難病患者等に対する医療費支給

の助成開始時期を重症化時点に
前倒し 等

ピアサポート活動 友達・趣味等

本人 家族

13出典：厚生労働省



④住み慣れた地域で生活を

送るためのサービスの整備、

アクセスの向上

 

 

③患者本人が安心できる

精神科医療の提供の実現

精神保健医療福祉に関する課題

①国民の無理解による偏見、

差別的な態度の改善

②社会の障害者の尊厳や

権利に関する意識の向上

メンタルヘルス課題を
抱えた住民の相談支援体制

の構築

長期入院者の地域移行の
促進と、入院を長期化
させない支援の強化

14近年の精神保健医療福祉の状況をもとに研究班にて整理
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資料：厚生労働省「患者調査」より作成

27.3

15
※１）H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている。

（※１）



出典：厚生労働省

入院形態別在院患者数の推移
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出典：厚生労働省

精神病床における１年を超える長期入院の発生状況
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３つの精神科病院における新規入院者で、ス
クリーニング調査により、包括的支援が必要と
された者のうち、退院後に居住地区における
地域サービスを利用していた者の割合は

約33％
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40%

45%

0 100 200 300

再入院までの日数(日)

 精神病床からの退院者の約４割が

１年以内に再入院している。

 精神障害者の多くが必要な地域

サービスを十分利用できていない。

再入院率とサービスの利用状況

出典：平成29年新精神保健福祉資料より作成

重症精神障害者の退院後の
地域サービス利用状況

出典：山口創生他『重症精神障害者における退院後の地域サービスの利用
状況とコスト：ネステッドクロスセクショナル調査』．2015

精神病床からの退院者の再入院率

平成２８年：再入院率

全国 n=28433

対象：2016年3月退院患者
データソース：NDB
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第７期障害福祉計画における目標値

１．精神障害者の精神病床から退院後一年以内の地域における

平均生活日数 ３２５．３日以上

２．精神病床における１年以上長期入院患者数

（６５歳以上、６５歳未満） 別途算定式で設定

３．精神病床における早期退院率

入院後 ３か月 ６か月 1年時点

６８．９％ ８４．５％ ９１．０％以上

（都道府県・市町村）

1.協議の場の開催回数,参加者数,目標設定及び評価の実施回数

2.精神障害者の地域移行支援/地域定着支援/共同生活援助/自立生活援助/

  自立訓練（生活訓練）の利用者数

 （都道府県）

３．精神病床からの退院後の行き先別の退院患者数

成
果
目
標

活
動
指
標

医療計画との連動性を踏まえて目標値が設定されている 19



医療保護入院の期間の法定化

• これまで、期間の定めがなかった医療保護入院について、入院期間

を原則3か月、最大6か月以内と定める。

退院促進措置の充実

• 退院支援委員会…医療保護入院者の入院の必要性を審議するなどを目的に設置

• 地域援助事業者…医療保護入院者と措置入院者が円滑に地域生活へ移行すること

ができるよう、退院後に利用するサービス等に関する相談援助

を行う者

紹介を義務化、対象を拡大

入院期間の短縮と退院をさらに促進する施策

開催機会を拡大

・ 退院後生活環境相談員…医療保護入院者と措置入院者の退院支援のための取組に

おいて中心的役割（多機関・多職種等との連携に必要な調整）を

果たす者

選任対象を拡大

20



精神障害者に対する包括的支援マネジメントのイメージ

本人のニーズに即した包括的ケアを提供していくためには、専門職

個々の力量を身につけるだけでなく、医療・障害福祉・行政それぞれが

顔の見える有機的な連携を保っていくことが重要。

精神障害のある方等

さまざまな支援ニーズを抱え、
包括的支援が必要な人

医療機関
マネジメント担当者
精神保健福祉士、看護師等
主治医

福祉
サービス

保健

● 多職種チーム会議の開催
● アセスメント、

ケア計画作成・見直し
● 定期的評価
● ケア会議の開催
● 他機関との調整
● 利用者への直接支援
（受診援助、訪問等）

福祉関連の事業所
相談支援専門員
介護支援専門員等

● 計画相談支援：
サービス等利用計画作成

● 計画の見直し：
サービス事業者等との連携

行政
保健師、精神保健福祉士

精神保健福祉相談員等

サービス事業者

保健所市町村ハローワーク 学校職場

訪問看護
ステーション

他医療機関
（内科等）

デイケア等
担当者

訪問看護
指導担当者

● 個別支援計画作成
● サービス提供

医療
サービス

出典：国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所 地域・司法精神医療研究部 藤井千代氏資料 一部改編
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④住み慣れた地域で生活を

送るためのサービスの整備、

アクセスの向上

 

 

③患者本人が安心できる

精神科医療の提供の実現

精神保健医療福祉に関する課題

①国民の無理解による偏見、

差別的な態度の改善

②社会の障害者の尊厳や

権利に関する意識の向上

メンタルヘルス課題を
抱えた住民の相談支援体制

の構築

長期入院者の地域移行の
促進と、入院を長期化
させない支援の強化

22近年の精神保健医療福祉の状況をもとに研究班にて整理



出典：山本賢『第163回市町村職員を対象とするセミナー「市町村における精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するための研修」相談支援体制構築の効果的な進

め方及び自治体類型別の推進ポイント』 2023. 一部改変

精神保健

妊娠出産・こども家庭に関する
相談支援

障害のある方等の相談支援

高齢・介護に関する相談支援 生活福祉に関する相談支援

相談支援事業

障害者虐待防止対策

障害者差別解消

意思決定支援 等

認知症対策

高齢者虐待防止対策

介護保険サービス提供 等

生活保護

生活困窮者自立支援

ひきこもり 等

母子保健

こども家庭支援

成育 等

市町村の業務と精神保健との関係
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市町村におけるメンタルヘルス課題を抱える住民への対応
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メンタルヘルス課題
もある人、どの部署
とどうやって連携す
ればいいのかな。

困ってはいるんだけど、何を
相談すればいいんだろう…。

どこに
相談したらいいの？

ご本人

家族、民生委員等

困りごとを抱える

対応する職員

（支援者）

手続きに来た人、メンタル
不調を抱えてて心配…

アクセスのしづらさ

ニーズのわかりにくさ

連携の難しさ

アプローチの困難さ

メンタルヘルス課題への対応の困難さ
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市町村の精神保健相談を推進するための方策

【相談支援の体制整備】

精神保健課題を抱える住民は、
どの部署でも困っている

引き受け手がなく埋もれやすい

「精神保健の軸」をつくる

組織横断的な連携体制を類型化

市町村に応じた体制づくりを促す

【相談支援を担う人材育成】

専門職を育てる土壌がない
精神保健福祉相談員が少ない

人材を三層に整理した育成策

「ニーズに気づく職員」

「精神保健部門で相談支援を担う職員」

「庁内で推進力を発揮する職員」

精神保健福祉相談員講習会
カリキュラム改訂
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精神保健福祉

相談員講習会

新カリキュラム

【POINT】

* 204Hから2２Hへ短縮

* 精神保健に関する

全ての自治体職員が対象

* 動画視聴＋演習で構成

出典：厚生労働省『「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施
行令第十二条第三号に規定する講習会の指定基準等について」
（令和５年11月27日付障発1127第10号厚生労働省社会・援護
局障害保健福祉部長通知）』.

 精神保健相談に対応できる職員を増やすことが重要 27



市町村の精神保健相談を推進するための方策

【相談支援の体制整備】

精神保健課題を抱える住民は、
どの部署でも困っている

引き受け手がなく埋もれやすい

「精神保健の軸」をつくる

組織横断的な連携体制を類型化

市町村に応じた体制づくりを促す

【相談支援を担う人材育成】

専門職を育てる土壌がない
精神保健福祉相談員が少ない

人材を三層に整理した育成策

「ニーズに気づく職員」

「精神保健部門で相談支援を担う職員」

「庁内で推進力を発揮する職員」

精神保健福祉相談員講習会
カリキュラム改訂
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市町村精神保健業務（精神保健相談）に関する横断的連携体制の類型

C２
包括連携型

A 保健窓口一元化型
(保健センター機能強化型)

B 保健・福祉
連携・協働型 C３

福祉窓口コーディネート型

C1
福祉窓口一元型

小規模市町村（人口５万人以下の自治体、保健所及び福祉事務所非設置町村）

中規模市町村（概ね５万人以上で保健所非設置の自治体）

福祉窓口
• 高齢者（高齢介護担当課、地域包括支援センター ）

• 生活保護（社会福祉担当課、町村部は都道府県福祉事務所）

• 生活困窮（生活困窮者自立支援事業担当部門、支援団体）

• ひきこもり、地域福祉（ひきこもり支援窓口、社会福祉協議会等）

• 児童福祉（子育て支援・こども家庭）

• 障害者（障害福祉担当課、基幹相談支援センター） 等関係機関

保健窓口
• 母子保健担当課（子育て包括→こども家庭）
• 成人保健担当
• 自殺対策 （保健センター、保健担当課等）

保健中心
福祉中心

C 総合相談

A 保健窓口一元化型
B 保健・福祉
連携・協働型

C 総合相談

C4 包括型

出典：野口正行『「市町村の精神保健に係る相談支援体制の担当部署・横断的連携体制のイメージ」第３回 市町村における精神保健に係る相談支
援体制整備の推進に関する検討チーム 資料』2023. 一部改変

 自治体の規模、地域特性、庁内の強みを活かした体制を考案する 29



市町村の精神保健に関する相談体制の担当部署・横断的連携体制のイメージ（例）

B 保健・福祉連携・協働型
○総合相談体制やワンストップ窓口の設置はないが、 保健部局と福祉部局が必要に応じ協働。
〇現行の保健福祉の部門の機能を維持しつつ、連携・協働体制を構築する。調整役を担う部門は設置されていない。
・ 中規模市町村に多い

住
民
等

福
祉

各
窓
口

健
康

相
談

外
部
機
関
と
連
携

メンタルヘルス

ニーズへの気づき

本類型の特徴
• 各部門が分野を問わず、「精神保健課題」にも各部門が対応するが、必要に応じて関係部門と連携・協働する

• 組織間の横断的な連携がされることで、支援が円滑に実施できる

• 現行の組織編制を再編したり、新規に窓口を設置すること等をしなくとも整備できる

体制整備に必要な留意点
• 各福祉部門間、保健部門と福祉部門間の窓口が分散し、連絡が疎になりやすく、包括的支援体制になりにくい。

⇒定期的なカンファレンス・日常的な連絡が重要

⇒部門をまたいで専門職を配置する等、人材配置を工夫し、日常的な連絡が取れる体制にするなど、調整機能を確保する。

連携・協働・調整

福祉部門間の連携・協働・調整

アセスメント

精神保健の視点
相談対応 支援

相談対応 支援

保健部門間の連携・協働・調整

メンタルヘルスリスクに

伴う生活課題への気付き

アセスメント

精神保健の視点

受けとめ
・傾聴

受けとめ
・傾聴

出典：野口正行『「市町村の精神保健に係る相談支援体制の担当部署・横断的連携体制のイメージ」第３回 市町村における精神保健に係る相談支援
体制整備の推進に関する検討チーム 資料』2023. 一部改変
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講義２ まとめ

 近年の我が国の精神保健医療福祉施策の状況や、国際的な

動向を踏まえ、我が国における精神保健医療福祉に関する

課題を４点示した。

 法律改正や検討会での取りまとめを踏まえ、「長期入院者の

地域移行の促進と、入院を長期化させない支援の強化」と

「メンタルヘルス課題を抱えた住民の相談支援体制の構築」

に関して、具体的な施策が進められている。
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ご視聴ありがとうございました。

続いて、【講義3】  

「にも包括」構築に向けた自治体の取り組み

の動画をご覧ください。
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